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中国ニュース1.8-1.14
HEADLINES

中国はアジア16ヶ国の最大の貿易パートナーに
中国は輸入製品8千品目にゼロ関税を適用
中国が生活ごみ分別を推進、46都市で行動計画作成
2017年の貨物貿易額は14.2％増、低下局面を転換
北京CBDがグローバルビジネス区誘致力で9位に
中国スマートフォン生産量が13億台突破　
2017年、中国人の年平均旅行回数は3.7回　
中国が世界最大のモバイルゲーム市場に
2018年の中国自動車市場、ニーズは2998万台
中国の宅配取扱件数が400億件突破、4年連続で世界一
中国はアジア16ヶ国の最大の貿易パートナーに
【中国新聞網　1月11日】商務部（商務省）によると、中国は今やアジア16ヶ国にとっての最大の貿易パートナーであり、アジアの周辺諸国との経済貿易における融合関係が大いに深まったという。同部のまとめたデータによれば、2017年1～11月には中国とアジア25ヶ国との貿易額が1兆1700億ドル（1ドルは約111.2円）に達し、同期の中国の対外貿易額の約3分の1を占めた。日本、韓国、ベトナム、マレーシアが中国の10大貿易パートナー入りした。投資をみると、アジア25ヶ国の実行ベース対中投資は107億7千万ドルで、同期の中国の外資導入額の9％を占めた。シンガポール、韓国、日本が中国の10大投資元国に入った。中国のアジア25ヶ国への直接投資は106億7千万ドルに上り、同期の中国の対外投資の10％を占めた。
中国は輸入製品8千品目にゼロ関税を適用
【中国経済網　1月12日】商務部（商務省）の高峰報道官は11日に同部で行われた定例記者会見で、「これまでに、中国と24ヶ国・地域との間で16件の自由貿易協定（FTA）が締結され、このうち15件はすでに発効し実施されており、8千品目を超えるゼロ関税の輸入製品をカバーする」と述べた。高報道官によると、「現在、今述べたFTAの枠組の下で、中国の輸出総額の3分の1近い製品はFTAの恩恵によって関税の優遇措置が適用されている。その大部分はエンドユーザーが消費する消費財だ」と述べた。農産品をみると、ASEANのドリアン、ライチ、ドラゴンフルーツなどのトロピカルフルーツは、輸入関税が15～30％からゼロに下がった。アイスランドのサーモンは10～12％がゼロになり、ジョージアとチリの赤ワインも14～30％がゼロになった。ニュージーランドの牛肉、粉ミルクなど特色ある農産品も大幅な関税引き下げとなった。工業製品をみると、スイスは化粧品の一部がゼロ関税になり、腕時計の一部の関税が50％引き下げられ、数年後にはゼロになる見込みだ。韓国の冷蔵庫、炊飯器、マッサージ器、美容機器なども40％引き下げられ、数年後にゼロになる。消費電子製品なども大幅な引き下げとなった。
中国が生活ごみ分別を推進、46都市で行動計画作成
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 【中国新聞網　1月8日】中国住宅・都市農村建設部は8日、今年3月までに北京、天津、上海など46の重点都市で生活ごみ分別管理実施プランまたは行動計画を制定し、年度作業目標を明確にし、作業内容を細分化し、作業任務を定量化すると発表した。党政府機関、軍部、病院、学校などで率先して開始し、生活ごみ分別作業を全ての公共機関と企業に拡大する方針が掲げられた。中国は人口が多く、ごみ生産大国である。環境保護部の統計によると、2016年の中国214の大中都市の生活ごみの量は1億8850万5000トンに達したが、中国のごみ搬出、処理能力などの面には依然問題がある。一部の地域では不法投棄が頻発し、生活ごみの違法処理問題が目立つ。ごみ資源の利用率を高めごみ処理量を減らすため、生活ごみの分別は急務となっている。
2017年の貨物貿易額は14.2％増、低下局面を転換
【経済日報　1月12日】中国海関総署が公表したデータによると、2017年に中国の貨物貿易輸出入総額が27兆7900億元に達し、前年比14.2％増加したとともに、2年続いた低下局面を転換させた。このうち輸出は15兆3300億元で同10.8％増加、輸入は12兆4600億元で同18.7％増加し、輸出から輸入を差し引いた貿易収支は2兆8700億元の黒字で、黒字幅は同14.2％縮小した。中国の貿易パートナー上位3位に並ぶ欧州連合（EU）、米国、ASEANとの輸出入が同じペースで増加し、「一帯一路」（the Belt and Road）参加国の一部との輸出入は伸びが順調だった。
北京CBDがグローバルビジネス区誘致力で9位に
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【中国新聞網　1月13日】世界ビジネス区連盟の2017年年次総会で発表された「グローバルビジネス区誘致力報告」によると、総合ランキングで北京中心業務区（CBD）が9位に入り、中国の中ではトップだった。2017年には北京CBDで新たに登録された科学技術サービス企業が6千社に上り、科学技術サービス産業と文化クリエイティブ産業のCBD機能区の経済規模に占める割合が15％に上昇した。CBDは今年、信用評価システムとビル管理システムが連動するメカニズムを構築し、リアルタイムに実際の場面で、CBD内の企業の経営行為を規範化し、金融リスクの発生に備えるとしている。
中国スマートフォン生産量が13億台突破　
【北京日報　1月11日】工業・情報化部は10日に北京で、電子情報産業標準推進会と中国情報技術サービス年次総会を開催し、2017年1～11月に中国のソフトウェア中核技術サービス産業の規模が4兆9千億元（約83兆9817億円）に達し、前年同期比14.9％増加して、高度成長を達成したことを明らかにした。またスマートフォン生産量は13億台を超えたという。17年には中国電子情報製造業も安定的な発展姿勢をみせ、1～11月の売上高は13.9％増加し、利益総額は25.4％増加を達成した。同期のスマートフォン生産量は13億台を超え、コンピュータは2億7900万台、集積回路は1416億6千万個を生産した。
2017年、中国人の年平均旅行回数は3.7回　
【安徽日報　1月11日】2018年全国観光業務会議がこのほど開催された。会議によれば、2017年の中国人の平均旅行回数は3.7回に上り、国内旅行と海外旅行の両市場を合わせた旅行者数はのべ50億人を突破した。観光産業の総合的寄与は8兆7700億元（1元は約17.1円）に上り、国民経済への総合的寄与度は11.04％に達し、ホテル産業、外食産業、民間航空産業、鉄道旅客輸送産業への寄与度は80％を超えた。観光産業の直接雇用と間接雇用を合わせた就業者は8千万人に上り、社会全体の雇用に対する総合的寄与度は10.28％に達した。中国観光産業は一握りの人のものから大衆のものへと転換し、観光スポットの観光から全域観光（観光産業を中心とした地域の全面的発展）へと転換し、旅行は現代的生活水準を測る真の重要な指標になったという。
中国が世界最大のモバイルゲーム市場に
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【人民網　1月12日】「中国デジタル娯楽産業年次サミット」が10〜11日にかけて福建省厦門（アモイ）市で開催され、「2017年世界モバイルゲーム産業白書」が発表された。それによると、2017年、中国モバイルゲーム市場の収入総額は146億3600万ドル（1ドルは約111．2円）で世界トップとなり、第2位の米国（77億ドル）の約2倍に達し、絶対的優位で世界最大のモバイルゲーム市場となっている。第3位は日本で、第4位は韓国、第5位は英国だった。
2018年の中国自動車市場、ニーズは2998万台
【中国新聞網　1月12日】中国自動車工業協会が11日に発表した「2018年中国自動車市場予測報告」では、マクロ経済、人口構造、製品、政策など関連する影響要因に基づいて2018年の中国自動車市場を解析し、最終的に2018年の中国自動車市場の販売量増加率は3％になるとの予測を打ち出した。また、車両の輸出入のバランスをみた上で、通年のニーズは2998万台に達すると予測した。同協会がまとめた最新の統計データによれば、17年に中国製自動車は国内市場と海外市場でダブル成長を達成した。試算では、17年12月末時点の中国新エネルギー自動車保有量は約172万9千台で、このうち純電気自動車（EV）が150万台に迫り、EVの乗用車の保有量は80万1000台に上り、中国EV用充電インフラ促進連盟の加盟機関が設置済みと報告した公共充電ポールは21万3900本、個人用充電ポールは23万1800本に上った。中国は今や世界でEV保有量が最も多く、稼働する公共充電ポールも最も多い国だ。
中国の宅配取扱件数が400億件突破、4年連続で世界一
【人民日報　1月9日】8日に開かれた2018年全国郵政管理活動会議で明かされたように、中国共産党第18回全国代表大会以降の中国の宅配取扱件数は57億件から401億件に増加し、4年連続で世界一となり、取扱件数は米日欧の先進国を超えた。また、このような急成長の中、2017年の中国の郵政サービスと宅配サービスへの満足度も安定を維持し、消費者のクレーム処理満足度は98.2%に達した。また、2018年、郵政管理部門は業界の安定した強固な発展、業界のモデル転換・効率向上の促進、郵政・宅配業務のサービスレベルの向上、末端の配達の効率向上、「即日配達」のカバー範囲拡大、宅配の農村部普及プロジェクトのグレードアップ、郵政満足度の向上に取り組むという。
鶏肋妄語：『生糸と緑茶』
前蝶理中国総代表

　井上　邦久
上京区大宮通今出川上ルに「萬重」という京料理の名店があります。その場所で、幕末の1861年（文久元年）蝶理は創業しました。西陣の生糸問屋として屋号は蚕由来の蝶屋、創業家の大橋家の男子は名前に「理」の字を付ける習いがあり、中興の祖である大橋理一郎社長の頃には、蝶屋の理一郎はん＝蝶理という社名が通じるようになったと聞かされました。大橋商店時代の店舗や理一郎氏の自宅として使われた土地建物が、大阪への本社移転に伴い高級料亭に蛻変しました。玄関、石畳、通りを挟んだ蔵などに商家の名残りを感じることができます。また内庭や飾られた日本画も見事なものです。
　1970年半ばでも社員には京都出身者は当然として、桐生や八尾といった蚕都と呼ばれた土地の出身者が在籍していました。また、横浜支店や八王子事業所などに、生糸・絹製品取引の名残りを感じました。
　　1859年開港後の横浜港から輸出された品目として、よく知られているのは生糸と緑茶であります。甲州・秩父・信州・上州の生糸が八王子に集められ、輸出窓口の横浜港まで運ばれていました。八王子と横浜の中間に位置する町田は、宿場町や中継地としての機能で賑わったようです。町田駅から町田版画美術館へ向かう道のあたりが、宿場町の本町田、物資中継地の原町田地区であります。小田急線町田駅近くの旧街道沿いには、石碑と説明板があります。石碑には「絹の道」と書かれており、「一帯一路」のシルクロードを連想させます。「鎌倉街道」「町田街道」そして「浜街道」と呼ばれた交通の要所ですが、「絹の道」という命名は生糸が町田を通過しなくなった戦後になってからのことです。町田は、横浜シルクのブランド、富岡製糸場などとともに開国開港に繋がる歴史的な場所としてもっと知られてよいと思います。ナイロンの普及でシルク需要に影が差し、横浜鉄道（現在のJR横浜線）の開通により街道の機能が失われ、生糸や土地の記憶も薄れていったのでしょう。蝶理の横浜支店もその役目を終え、生糸や絹製品業務で孤軍奮闘していた京都支店もやがて閉鎖されました。
　次に緑茶について書きます。年末に個人的な発見がありました。
　12月12日、第316回日文研フォーラムは歴史学者のロバート・ヘリヤー（Robert Hellyer）氏による「『Japan Teaブランド』の構築―太平洋を渡った緑茶」の発表があり、熊倉功夫氏（MIHO　MUSEUM館長・和食文化国民会議名誉会長）がコメンテーター、そして佐野真由子氏（日文研准教授）が司会を務めるという構成でした。
　江戸時代の長崎では欧州向けに細々と緑茶が輸出されていました。1859年の横浜、1868年の兵庫（神戸）開港後、緑茶輸出が伸長していきます。（181㌧/1859年→4500㌧/1868年）、国内生産量のほとんどが輸出に回され、そしてその多くが米国向けでした。その背景には、開国したばかりの日本への高い関心、それ以前の市場を独占していた中国緑茶への敬遠が背景にあった模様。映画『静かなる情熱』で、詩人のワズワ－ス牧師の夫人が宗教的な理由からディッキンソン家での中国茶を断り、水を所望していたシーンを思い出します（冗長な説明は省きますが1860年～1862年の事と推定されます）。
　その後、米国貿易商の資本投下により横浜・長崎・神戸に製茶工場が作られ、中国人技術者の指導でプルシャンブル―着色精製が為されました。日本での生産供給態勢が整うにつれ、対米輸出の主要品目として伸長していきます（18,000㌧/1890年、20,000㌧/1913年）。1893年のシカゴ万博に初出展するなどの積極的な市場開発も進み、「Japan　Tea」ブランドとしての地歩を固めています。
　　米国（資本・販売）・中国（技術・貿易）・日本（生産・労働）の幸福な「協力」が産業発展に貢献した時期の代表的な商品が緑茶です。
　その後、1890年以降のセイロン・インド紅茶の進出、珈琲文化の浸透に加えて、日本製品へのネガティブ・キャンペーンも相まって、緑茶輸出は大打撃を受けます。しかし、1923年に10,000㌧前後まで輸出が急減した緑茶産業を救ったのは、意外にも日本国内市場であった、というのがヘリヤ―氏の発見でありました。寺や上層階級での喫茶や茶道の需要は別にして、庶民が緑茶を茶舗で購入して、家庭で急須に淹れて飲む、という習慣は、どうやら大正から昭和の初めにかけて広まったようです。それまでは、自分の畑で茶の木から茶葉を得るか、白湯を飲んでいたとの説です。国内生産数量の拡大と対外輸出数量の減少による供給過多のところに、消費経済の勃興による大衆文化の変化があり、その一つの事例として緑茶購入という新しい購買活動が生まれたということです。
　個人的な些末な事例で恐縮ながら、江戸時代に豊前中津藩の両替商であった生家がどんな経緯で茶舗を営むようになったか？という疑問が解けないままでした。今回、調べていくと明治以降は金融業・質屋となり、更には大阪で貿易商を営む縁戚の伝手で宇治茶を仕入れ販売する茶舗に商売換えをしたことが分かってきました。茶舗への転換は大正末期から昭和の初めであった裏付けも取れ、ヘイリー氏の分析に合致します。九州の小都市の範囲ではありますが、緑茶を買って飲む時代の潮流に乗り、宇治からのサプライチェーンを獲得できた一種のスタートアップ商店であったのかも知れません。
　その後、緑茶輸出は1991年に253㌧まで減少し、開港当時の振出しに戻りました。ビタミンCが豊富な緑茶は健康志向に適し、高い品質管理も要求され、海外では空前の和食ブーム。この願ってもない好機にありながら、和食には日本茶をというアピールが為されていません。「和食＋日本酒」「抹茶スイーツ」の次に「和食＋日本茶」の文化を広めていかねばなりません。ただ、お膝元の日本の食生活や流通の変化により、一般消費者の茶葉需要は減少し、お茶はペットボトルで飲むものという傾向が広まりました。漢字読解問題として「急須で淹れる」が出されるかも知れないと、茶所として名高い富士市在住の友人から贈られた緑茶を味わいながら夢想しています。
　　　　　　　　　　　（了）
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	15.5
	▲0.7
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	13.9
	17.1
	5.4
	24.0
	1549
	20.3
	24.9
	1.1
	9.7
	13.6
	14.3

	2012年
	7.7
	10.0
	14.3
	2.7
	20.7
	2303
	7.9
	4.3
	▲10.1
	▲3.7
	13.8
	15.0

	2013年
	7.7
	9.7
	11.4
	2.6
	19.4
	2590
	7.8
	7.2
	▲8.6
	5.3
	13.6
	14.1

	2014年
	7.4
	8.3
	12.0
	2.0
	15.2
	3824
	6.1
	0.4
	4.41
	14.2
	12.2
	13.6

	2015年
	6.9
	5.9
	10.7
	1.4
	9.7
	6024
	-9.8
	-14.4
	11.0
	0.8
	11.9
	15.0

	6月
	7.0
	6.8
	10.6
	1.4
	11.6
	465
	2.8
	－6.3
	4.6
	1.1
	10.2
	14.4

	7月
	
	6.0
	10.5
	1.6
	9.9
	430
	－8.4
	－8.2
	9.6
	5.2
	13.3
	15.7

	8月
	
	6.1
	10.8
	2.0
	9.1
	602
	－5.6
	－13.9
	23.9
	20.9
	13.3
	15.7

	9月
	6.9
	5.7
	10.9
	1.6
	6.8
	603
	－3.8
	－20.5
	5.2
	6.1
	13.1
	15.8

	10月
	
	5.6
	11.0
	1.3
	9.3
	616
	-7.0
	-19.0
	2.5
	2.9
	13.5
	15.6

	11月
	
	6.2
	11.2
	1.5
	10.8
	541
	－7.2
	－9.2
	27.7
	0.0
	13.7
	15.3

	12月
	6.8
	5.9
	11.1
	1.6
	6.8
	594
	－1.7
	－7.6
	17.2
	-45.1
	13.3
	15.0

	2016年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	10.3
	1.8
	18.0
	633
	-11.5
	-18.8
	14.1
	-2.1
	14.0
	15.2

	2月
	
	
	10.2
	2.3
	
	326
	-25.4
	-13.8
	-11.3
	-1.3
	13.3
	14.7

	3月
	6.7
	6.8
	10.5
	2.3
	11.2
	299
	11.2
	-7.4
	26.1
	4.0
	13.4
	14.7

	4月
	
	6.0
	10.1
	2.3
	10.1
	456
	-2.0
	-10.5
	21.4
	2.9
	12.8
	14.4

	5月
	
	6.0
	10.0
	2.0
	7.4
	500
	-4.7
	-0.1
	43.6
	-4.8
	11.8
	14.4

	6月
	6.7
	6.2
	10.6
	1.9
	7.3
	479
	-6.1
	-9.0
	8.5
	4.4
	11.8
	14.3

	7月
	
	6.0
	10.2
	1.8
	3.9
	502
	-6.4
	-12.9
	-3.8
	-6.2
	10.2
	12.9

	8月
	
	6.3
	10.6
	1.3
	8.2
	520
	-3.2
	1.4
	13.2
	0.5
	11.4
	13.0

	9月
	6.7
	6.1
	10.7
	1.9
	9.0
	420
	-10.2
	-1.9
	27.9
	-3.6
	11.5
	13.0

	10月
	
	6.1
	10.0
	2.1
	8.8
	488
	-7.4
	-1.3
	-36.9
	0.4
	11.6
	13.1

	11月
	
	6.2
	10.8
	2.3
	8.8
	442
	-1.5
	4.6
	-32.4
	-4.6
	11.4
	13.1

	12月
	6.8
	6.0
	10.9
	2.1
	6.5
	407
	-6.4
	2.6
	21.1
	-627.7
	11.3
	13.5

	1月
	
	
	
	2.5
	16.1
	513
	3.1
	15.4
	5.4
	-6.2
	11.3
	12.6

	2月
	
	
	
	0.8
	
	-91
	-4.8
	38.1
	33.3
	-242.1
	11.1
	13.0

	3月
	6.9
	7.6
	10.9
	0.9
	9.5
	239
	12.3
	19.6
	-1.4
	1.6
	10.6
	12.4

	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0

	11月
	
	6.1
	10.2
	1.7
	5.8
	402
	12.3
	18.7
	161.5
	90.0
	9.1
	13.3


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意
されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。
　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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